
― 例 ―　

100万円寄附すると、最大で約90万円の法人関係税

（法人住民税、法人事業税、法人税）が軽減されます。


①法人住民税　寄附額の４割を税額控除

 　（法人住民税法人税割額の20％が上限）

 ②法人税　法人住民税の控除額が寄附額の

　４割に達しない場合、その残額を税額控除

 （ただし、寄附額の１割を限度とし、法人税　

 　額の５％が上限）

 ③法人事業税　寄附額の２割を税額控除

  （法人事業税額の20％が上限）

みよし市 企画部
企画政策課

　企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）は、国が認定

した地方公共団体の地方創生の取組に対して企業が寄附を

行った場合に、法人関係税を税額控除する仕組みです。

　通常の寄附における損金算入による軽減効果（寄附額の

約３割）と合わせて、税額控除（寄附額の最大６割）によ

り最大で寄附額の約９割が軽減され、実質的な企業の負担

が寄附額の約１割まで圧縮されます。

　みよし市では、地方創生に関連する事業への活用のため

企業（みよし市外に本社がある企業に限る）からの企業版

ふるさと納税（地方創生応援税制）による寄附を募集して

います。 みよし市

企業版ふるさと納税

企業版ふるさと納税とは


TEL：0561-32-8005　FAX：0561-76-5021

 〒470-0295 愛知県みよし市三好町小坂50番地

・本制度を活用してみよし市へ寄附ができるのは、みよし市外 

　に本社がある企業です。

・１回当たり10万円以上の寄附が対象となります。

・寄附を行うことの代償として経済的な利益を受けることは禁　

　止されています。

・寄附者が、暴力団その他反社会的勢力と密接な関係を有する

　者である場合、寄附の申し込みをお断りし、または収受した

　寄附金を返還いたします。

留意事項

軽減効果最大

約　　　に！

損金算入　　　　　　   税額控除（①法人住民税＋②法人税）   ③法人事業税　企業負担

通常の寄附 企業版ふるさと納税を活用した寄附
９割

約３割　　　　　　４割　　　　　　　  ２割　 　約１割

市ホームページ



基本目標２

基本目標３ 生き⽣きと暮らせるまちづくり

☞

☞

結婚を希望する若者へのサポー

ト、共働き世帯にも対応した支

援や出産に対する⽀援の充実な

どにより、安⼼してこどもを産

み、⼦育てできる環境づくりを

進めます。

南海トラフ地震などの大規

模災害に備え、災害に強い

まちづくりを⾏います。

災害発生時の避難⽣活を⽀

援するために、施設や設備

の管理などを⾏います。

・防災情報メール配信業務

・交通安全対策工事事業 等

さまざまな講座などを通し

て、市民⼀⼈⼀⼈が⾷⽂化

や郷⼟をより理解し、多様

な場において活躍できるま

ちづくりを進めます。

・みよし音楽祭開催事業

・みよし悠学カレッジ講座運営

　事業 等

本市が発行する納付書により、みよ

し市指定金融機関でお振り込みいた

だきます。入金確認後、受領証を発

行いたします。

寄附の流れ ベネフィット 寄附のメリット

――――　対 象 事 業 例 ――――
ここでは「みよし市まち・ひと・しごと創生推進計画」に位置づけている主な事業を掲載しています。
各基本目標のその他の事業については、右の⼆次元コードからご確認ください。

基本目標１ 安心して⼦育てできるまちづくり

魅力的で活⼒があふれるまちづくり

結婚を希望する人が安⼼して結婚・出産でき、楽しんで⼦育てできる環境づくりに取り組みます。

☞

食⽂化や郷⼟を愛し、市⺠⼀⼈⼀⼈が、わがまちに誇りと愛着をもてる環境づくりに取り組みます。

住み慣れた地域で、健康で生き⽣きと暮らせる環境づくりに取り組みます。

介護医療等推進事業

子育て⽀援事業
ICT などのデジタル技術の

活⽤や新しい⽣活様式を踏

まえ、⼼豊かなこどもの育

成を⽬指し、魅⼒ある学校

づくり・良好な教育環境の

整備を進めます。

教育環境整備事業

防災対策事業

自然の保全・共⽣を図り、豊

かな⾃然環境を次世代に継承

するため、エコエネルギー等

を活⽤し持続可能な環境・社

会づくりを推進します。

環境関連事業

住み慣れた地域で、市民⼀

⼈⼀⼈が⽣涯を通して健康

で⽣き⽣きと暮らせる健康

づくりの⽀援および介護予

防活動などを進めます。

生涯学習推進事業

PICK
UP!

PICK
UP!

ペロブスカイト太陽電池
実証事業

燃料電池自動⾞トラック
水素燃料費補助事業

※寄附事業の詳細については、企画政策課（裏面）までお問い合わせください。

寄附の対象事業や寄附額を決定後、

寄附申出書をご提出いただきます。

受領証を基に、税務署で税申告の手

続きをお願いいたします。

１．市のホームページ、SNSなどで

企業名を掲載します。

２．上記１に加えて、感謝状を贈呈

します。

上記１・２に加えて、広報みよしで

企業の取り組みなどを紹介します。

社会貢献
SDGｓ

企業
ＰＲ　

みよし市との
パートナー
シップ

　令和８(2026)年4⽉に開園した城⼭保育園に次世代

型太陽電池として期待されるペロブスカイト太陽電

池を実証的に設置し、発電した再⽣可能エネルギー

100％の電⼒を、建物照明及び熱中症対策としてのド

ライミストに活⽤します。�これにより、気候変動対

策の軸である緩和策と適応策を同時に実現する次世

代モデル施設の構築を図ります。

　みよし市では、物流分野の脱炭素化と⽔素エネル

ギーの需要拡⼤を⽬的に、燃料電池⾃動⾞（FCV）

トラックの運⽤に伴う⽔素燃料購⼊費の⼀部を補助

する事業を実施します。対象は、市の補助⾦を活⽤

してFCVトラックを導⼊した市内事業者で、補助単

価は480円/kg・上限140万円/台。 

　水素を活⽤したクリーンな物流の実現に向け、積

極的な導⼊を応援します。

ご相談・お申出

ご 寄�附

税申告のお手続き

10万円以上の寄附

50万円以上の寄附

100万円以上の寄附

城山保育園
設置予定図

・子育て⾒守り訪問事業

・産後ドゥーラ初回利用助成事業 等
・悩み相談アプリ導入事業

・中学校校外水泳授業実施事業 等

・重層的支援体制整備事業

・医療的ケア児在宅レスパイト

　事業 等

・脱炭素プラットフォーム運営事業

・エコエネルギー促進事業　等

事業例事業例

事業例 事業例

事業例
事業例

対象事業一覧


	企業版ふるさと納税とは
	　企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）は、国が認定した地方公共団体の地方創生の取組に対して企業が寄附を行った場合に、法人関係税を税額控除する仕組みです。 　通常の寄附における損金算入による軽減効果（寄附額の約３割）と合わせて、税額控除（寄附額の最大６割）により最大で寄附額の約９割が軽減され、実質的な企業の負担が寄附額の約１割まで圧縮されます。 　みよし市では、地方創生に関連する事業への活用のため企業（みよし市外に本社がある企業に限る）からの企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）による寄附を募集しています。

	みよし市 企業版ふるさと納税
	９割
	約３割　　　　　　４割　　　　　　　  ２割　 　約１割
	― 例 ―　 100万円寄附すると、最大で約90万円の法人関係税 （法人住民税、法人事業税、法人税）が軽減されます。
	①法人住民税　寄附額の４割を税額控除  　（法人住民税法人税割額の20％が上限）  ②法人税　法人住民税の控除額が寄附額の 　４割に達しない場合、その残額を税額控除  （ただし、寄附額の１割を限度とし、法人税　  　額の５％が上限）  ③法人事業税　寄附額の２割を税額控除   （法人事業税額の20％が上限）
	留意事項
	・本制度を活用してみよし市へ寄附ができるのは、みよし市外  　に本社がある企業です。 ・１回当たり10万円以上の寄附が対象となります。 ・寄附を行うことの代償として経済的な利益を受けることは禁　 　止されています。 ・寄附者が、暴力団その他反社会的勢力と密接な関係を有する 　者である場合、寄附の申し込みをお断りし、または収受した 　寄附金を返還いたします。
	みよし市 企画部 企画政策課
	TEL：0561-32-8005　FAX：0561-76-5021
	〒470-0295 愛知県みよし市三好町小坂50番地





